
１ 社会関係資本論の二つの流れ

近年多分野に渡り多くの注目を集めている社

会関係資本論socialcapitaltheoryであるが，理

論研究・経験研究とも二つの立場に分かれてい

る。

●社会関係資本を社会的な共有財とし，それが社

会の成員全員に何らかのプラスの機能を果たし

ていると考える立場。

●社会関係資本を個人の持つ社会関係とし，それ

が個人に何らかの便益をもたらしていると考え

る立場。

前者としては現在はパットナムが代表的であ

るが，理論的な枠組みを提示したのはコールマ

ンである（Coleman1990=2004）。コールマン

によれば，社会関係資本は特定の社会構造（た

とえば成員の相互行為の密度）であり，それは

一定の機能を生み出す。たとえばアメリカ社会

と日本社会の社会構造の違いが，犯罪率という

機能面での相違を帰結する。しかしこういった

定義には理論的批判も多い。社会関係資本をそ

の機能から判別すると，ある社会関係とそれが

もたらす帰結（便益）との関係を理論化するこ

とが難しくなるからである（Linetal.ed.

2001;Lin2002）。
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ソーシャル・キャピタル理論（社会関係資本論）は近年，社会学だけではなく，経営学・組織論・
社会福祉などの様々な研究分野で注目を集めている。しかし一部の例外を除き，社会関係資本論をす
でに存在する社会理論や経済理論のなかに体系的に位置づけるという作業はあまり行われていない。
本稿ではこういった作業を通じて，現在の社会関係資本論に欠けている以下のような点を明らかにす
る。１社会関係資本論は現状では私的財と公共財の適切な区分を示すことができない。２社会関係資
本論は社会的ネットワークを通じて得られる個人的な便益が社会的に望ましいものかどうかを判別で
きない。３コミュニティレベルの社会関係資本の構築は社会的ジレンマを引き起こすが，この問題は
既存の社会関係資本論では解決できない。効率性や公平性といった，経済理論や社会理論が伝統的に
対応してきた根本的な問題に取り組むためには，社会関係資本論は既存の社会・経済理論のなかに統
合されなくてはならない。
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パットナムの社会関係資本論についても，定

義・実証の両面で多数の批判が存在する

（Paxton1999;Sobel2002）。パットナムは投票

率や社会活動（PTAなど）への参加率が低下し

てきていることを「社会関係資本の衰退」と呼

び，危機感を投げかけた。しかしそういう意味

での社会関係資本が低下することの効果につい

て語る段階になると，コールマンの理論にある

ものと同じ欠陥が露呈する。すなわち，まず社

会関係資本とは特定の社会の機能（信頼や規

範）として定義される。その社会関係資本が社

会に様々な利便性（経済成長，政治的パフォー

マンス，健康）をもたらす，とされる。しかし

機能としての社会関係資本をもたらすものとの

関連性を首尾よく理論化することができない。

ここでは，社会的に望ましい働きが社会的に望

ましい働きをもたらす，という一種のトートロ

ジーがある（Portes１９９８）。「集合的資産」とし

ての社会関係資本の研究は，いまだに出発点に

あると言ってもよい。

もうひとつの流れはグラノベッターやその研

究に刺激されたリンが開始した，社会関係資本

を個人が持つ社会関係として，その効果を見極

めようとするものである（Granovetter1973;

Lin1999）。グラノベッターの研究は，理論的

な考察のなかでどこか漠然と想定されていた

「ネットワーク」が実際に「役に立つ」ことを理

論的・経験的に立証し，社会的ネットワーク研

究に弾みを与えた（Granovetter1973,1983）。

リンは個人を中心とした社会関係を社会関係資

本として定義し，その効果を検証するための理

論的枠組みを作った（Linetal.ed.2001）。

本稿は，この二つの流れを対象にして，それ

らをより広い社会理論・経済理論に位置づける

こと行う。リンは社会関係資本論を「新資本理

論neo-capitaltheory」と呼び，人的資本論，文

化資本論とともに経済資本論とのアナロジーと

して位置づけようとしている（Linetal.ed.

2001）。しかしその手続きにおいて，ある欠落

が生じている。人的資本論を提起したのは経済

学者ベッカーである（Becker1993）。経済学の

最大の関心は理論の構築にあるのではなく，そ

れを通じて社会的な効率性・経済成長を追求す

ることである。社会関係資本は，どういった意

味でこの目的（効率性）に貢献するのだろう

か。次に文化資本論を提起したのはブルデュー

であるが（Bourdieu1979=1989），ブルデュー

の関心事である階層の再生産に対して社会関係

資本はどのように作用するのだろうか。

結論から言えば，社会関係資本論は現状では

「全体の効率性」「公平」といった基本的問題関

心に答えることが難しい理論となっている。な

ぜそうなのかを説明していくことにしよう。

２ どこから「公共」なのがいいか？

リンは社会関係資本についての理論を記述す

る中で，社会関係資本がどのようにして成立し

たのかについての理論モデルを提起している

（Lin2002）。

リンの理論のストーリーはこのようなもの

だ。まず最初に資本を，所有権が個人（あるい

は家族のような原初的集団）に帰属する個人的

資本と，関係を持つ他者を通じてアクセスでき

る社会関係資本に分類できる，としている。個

人的資源だけに頼るよりも，関係を持つ人間ど

うしが資源を提供しあう方が効率がよいのだ

が，しょせん他人の資源であるから，アクセス

に関してのルールが取り決められなくてはなら

ない。最も大事なルールは，各々相手の資源を
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不当に搾取しないことを取り決めるための，認

知recognitionと正当化legitimationのルールで

ある。次の段階になると，「個人に帰属する資

源を互いに利用しあう」ことに加えて，はじめ

から共同体に所有権が帰属する財，すなわち公

共的資本が創出されるようになる。公共的資本

はそれに対するアクセスに関して，新たに多様

で複雑なルールを生み出す。個々人は公共的資

本を尊重し，生産して共同体に差し出す義務が

生じる。こうして共有資源とその使用，分配に

関するルールが生まれる。共同体に高い忠誠を

示すもの，共有資源をより多く産出する者に対

しては大きな見返りが与えられる。

リンにとっては，個人的資本が社会関係資本

よりも優位なのは，後者ではアクセスや利用に

関するルールを決め，強制させるコストがかか

るからである。これは実質的に取引費用の問題

である。しかし理論的に膨大な蓄積のある取引

費用論（Williamson1981;North1990=1994）へ

の言及が少ない。このことは，理論の含意を考

える際に一つの問題を残す。個人的資本と社会

関係資本（公共的資本を含む）とがどのように

配分されればどのような結果が実現されるのか

について，理論的に考察できなくなってしま

う。あるいは，どのような場合に公共的資本を

創設した方が社会全体にとって望ましいのか

が，この理論からは見えてこないのだ。

公共経済学における公共財の理論や，社会学

でも社会的ジレンマ論を展開する立場は，この

点について比較的明確な答えを用意している。

公共財の理論は社会学においては必ずしもなじ

みがあるものではなく，また以下の概念は後の

節でも使用するので，ここで簡単に紹介してお

こう。

そもそも所有権は業績主義に基づくものであ

る（「自分で生産したモノは自分のモノ」）。そ

うした方が生産性の面で効率的だからだ。他人

の財を奪っているばかりの社会では，個々の生

産性も社会全体の生産性も成長しない。しかし

所有権の区画が困難である資源（海洋資源，環

境資源等）もある。それらについては市場では

ない制度による規制を導入し，資源の非効率的

な使用を抑制するということが近代国家ではな

されている。

所有権の確定が困難かどうかは，つまるとこ

ろ個々の資源の特性に応じて決まる。あらゆる

資源について，以下のような特性を考えること

ができる。

●排除可能性excludability：使用・アクセスを排

除できること。あるいは資源へのアクセス排除

にコストがかからないこと。排除可能性がなけ

れば，その資源を個人的に所有することが難し

くなる。

●競合性rivalness：同一資源の複数人による利用

がその資源の価値を減じること。

これら二つの特性を両方とも持たない財のこ

とを，「純粋公共財purepublicgoods」と呼ぶ。

逆に市場取引でふつうに交換される財は，この

二つの特性を合わせ持っている。ある人物がリ

ンゴを所有して管理すれば，他の人物がそれに

アクセスすることを阻止するのは比較的容易で

ある。同時にリンゴをある人が全部食べてしま

うと，他の人はそれを食べることはできない。

このような財を私的財と呼ぶ。

上記二つの特性で財を分類すると表１のよう

になる。

非効率性が生じるのは，排除不可能性と非競

合性の両方が満たされ，しかもこのような財を
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産出・維持することにコストがかかる（つまり

財が希少性を持つ）場合である。純粋公共財に

は道路，国防などがある。

資源が排除性をもっているが非競合的な場

合，つまりその財へのアクセスを制限すること

は容易だがその財の同時使用が財の価値の減耗

を生じない場合には，有線放送などがある。有

線放送の場合，放送と違って契約者のみにサー

ビスを与えることは容易であるが（料金を払っ

ていない者の排除可能性），他方で契約者を増

やすことにより発生する追加コストは非常に低

い。このような財をクラブ財（clubgoods）と

呼ぶことがある。クラブ財は排除可能性を持つ

ため，それ自体で公共財問題を引き起こすこと

はあまりない。

逆に都市部の幹線道路のなかには排除可能性

が低いが，競合性が高い場合がある。一般に

「共有地の悲劇」と呼ばれている現象は競合性

が高いのに排除のコストが高い資源について発

生するものだ。こういった財は共通プール資源

（commonpoolresources,CPR）と呼ばれ，膨

大な理論的・経験的考察の対象となっている。

ある資源が競合的かどうかは生産技術以外に

も資源自体の特性により規定される部分が大き

いが，排除可能かどうかは技術に依存すること

が多い。

排除のための技術は経済主体の利益に直結す

るため，めざましい開発が行われてきた。窃

盗・進入防止技術が典型的であるが，一部のメ

ディア技術も排除可能性を促進している。たと

えば放送サービスは伝統的に純粋公共財（排除

不可能で非競合的）であったため，放送業界は

広告というかたちで利益を生み出す利潤モデル

を作りだした。しかし放送はスクランブル技術

の開発によってクラブ財ともなり，広告は必ず

しも利益をあげるために必要なものではなくな

った１）。

知的財産はほとんどの場合財の性質上非競合

的であるが，排除可能性はメディア技術によっ

て大きく変化する。メディア技術，特に ICT

は，知的財産に関しては，排除可能性と排除不

可能性を同時にもたらす。音楽ファイルはコピ

ー技術とP2Pによって排除不可能性が促進され

たが，DRM（Digitalrightsmanagement）技術

により排除可能性が回復しつつある２）。

資源提供者側がそういった技術を提供できな

い場合，あるいは技術を提供することに大きな

コストがかかる場合，非効率性を抑制するため

に政府が制度による規制を行うことになる。

公共財問題の枠組みや，ここでは説明を省い

た社会的ジレンマ論においては，むろん正確な

測定の問題は残るものの，私的財と公共財の線

引きをどのように行えば社会全体の利益になる

のかを問題にするのが容易である。社会関係資

本論も，こういった理論の蓄積を積極的に活用

する必要がある。

３ 役得とコネ：不公平な社会関係資本

以上はリンによる社会関係資本の理論につい

てであったが，この理論はいまだに実証研究レ

ベルで参照されているわけではない。調査に基

づいた経験的研究では，社会関係資本の以下の

ような効果について検証がされている（Lin

2002）。
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●情報 information：社会関係を通じて得られる

役に立つ情報。（例：組織上のポジションによ

っては，通常の成員よりも有利な情報を早く得

ることができる。）

●影響力 influence：特定の人と関係を持つこと

で，コネ，口添えなどの影響を及ぼすことがで

きる。（例：社長の息子なら就職の口をきいて

もらえる。）

●社会的信用socialcredential：特定の人と関係

を持つことで，社会的な信用を得ることができ

る。（例：著名人，有力者と知り合いであると

いうだけで信用度が増し，自分を有利な立場に

置くことができる。）

●強化 reinforcement：社会関係を持つことで，

メンタルなサポートや資源に預かることができ

る。（例：恋に破れたとき友人がいれば慰めて

もらえる。）

ここで挙げられている効果は多かれ少なかれ

社会的ネットワーク論の立場から社会関係資本

の効果を理論化あるいは実証している研究者が

共有しているものだ。そしてこれらのそれぞれ

を，公平性や効率性の観点からみてみると，ほ

とんどがネガティブな（望ましくない）効果と

なる。このことを説明していこう。

まずは「情報」である。組織のオフィシャル

な原理に従えば，特定の組織上のポジションに

就くことはその個人の能力に応じてのものであ

り３），その配置に付くことで得られる情報がポ

ジションの占有者である個人をオフィシャルな

報酬以上に有利にすることは「副次的結果」で

ある。もしそういった副次的結果によって個人

が利することになれば，それはオフィシャルな

組織原理からすれば不公平だ，ということにな

る。組織上のポジションにオフィシャルに帰属

できる情報の処理ならば問題ないが，「たまた

ま」特定のポジションにいることで「おいしい

情報」を手に入れた，となればそれは不公平だ

とされるだろう。要するに，こういった情報は

「役得」の一部なのだ。役得が他者の利益を損

ねない場合（パレート改善するケース）でも，

組織が公平原理を重視する度合いに応じて，ポ

ジションから得られる役得は望ましくないもの

になる。

実際にこういった副次的結果としての利得は

多くの組織では多かれ少なかれ容認されてい

る。その理由は，そういった情報がもたらす利

得の大きさを測ることが難しいということがひ

とつ（測定コスト），もうひとつはある個人が

役得情報によって利益を得ることを，その個人

の通常業務から分離することが技術的に難しい

ということである（排除不可能性）。規則によ

って役得情報を広く共有することを強いること

はできるかもしれないが，そういった作業にか

かるコストが通常業務を圧迫する度合いに応じ

て，全体の生産性という組織あるいは社会の大

きな目標の観点から，黙認されるようになる。

他方，役得情報がもたらす個人の利益が他者

の利益を大きく損ねる場合（いわゆる外部不経

済４）），あるいはあまりに大きな不公平をもたら

す場合には，規則を設定することが全体として

もプラスに働くことになるため，役得情報の活

用は禁じられることになる。インサイダー取引

の禁止などである。

次に「影響力」である。要するにコネである

が，これも公平性の原理からすれば望ましくな

いものだ。コネや口添えは組織論の文脈でいう

インフルエンス活動（説明は後述）を呼び起こ

し，配分の非効率性をもたらす。ただし効率性

の観点からすれば，影響力行使はすべての場合
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においてマイナスであるわけではない。これは

三つ目の「信用」についても同じである。一般

に，人材を含むある資源の性能・品質において

価値の測定コストが高く，したがって情報の非

対称性が存在する度合いに応じて，特定の地位

にある者・組織との関係はシグナリング理論

（Spence1974）におけるシグナルとして機能す

る。シグナルは必ずしも個人の能力を正確に反

映しているわけではないが，有力な一つの指標

として利用されるものだ。

もともとシグナリング理論は「教育は将来へ

の投資だ」とする人的資本論に対するアンチテ

ーゼとして提起された理論である。教育の機能

は知識を身につけることであり，身につけた知

識こそが将来の見返りとして返ってくると考え

る人的資本論では，大学を卒業した者と，大学

を３年で中退した者との差が実際の学習量には

比例せず，むしろ単純に「大卒」という肩書き

をもっているかどうかで大きく差が開いている

ことを説明できない。シグナリング理論の立場

からすれば，これは情報の非対称性によって説

明できる。特に新卒学生などについては，労働

力の価値を雇用側（企業）が把握することが難

しいし，学生も自分の能力を企業に正確に伝え

ることは難しい。そこで，より理解しやすい客

観的な基準を別に設け，その基準に照らして自

分の能力を示すことで，情報の非対称性を縮減

するのである。要するに，仕事の能力といった

漠然とした基準を示すことは難しいから，もっ

と別の単純で客観的な基準を示そう，というこ

とだ。優れたシグナルとは，この単純さと客観

性を持ち合わせているものである。

特定の人物や組織と社会関係を持っているこ

とが信用付与における「客観的」な基準である

ということは難しいだろうが，少なくとも単純

さという条件はクリアしている。とはいえ，こ

れは情報の非対称性に対処するための次善の策

であるか，さもなければそれにつけこんだ不公

平取引をもたらすものである。

いずれにしろ，ネットワークから得られる役

得情報やコネが社会全体の効率性あるいは公平

性という観点からして望ましいのか望ましくな

いのかは，既存の社会関係資本論からは判断す

ることが難しいのである。

４ 「おいしい」ポジション：構造的空隙とレ

ント

社会的ネットワーク研究において現在最も注

目を集めている研究者の一人であるバートは，

プレイヤーに「競争の優位性」を与えるネット

ワーク上の特性を「構造的空隙 structural

holes」と呼び，その効果について研究している

（Burt1992=2006）。構造的空隙とは，お互いに

関連を持たないコンタクト（接触者）をむすぶ

ネットワーク上の位置である。アクターがそう

いった位置にあることで得られる効果＝優位性

を，バートは次のように説明している。

●情報利益：グラノベッターが提起した「弱い紐

帯の強み」（図１の下部）と同義である。ある

個人が持ちうる関係の数が一定だとすれば，ネ

ットワークから得られる情報の量（多様性）

は，ネットワーク上にあるコンタクトが互いに

重なり合っていない方が多くなる。つまり構造

的空隙は情報取得の効率性の面での優位性を個

人に与える５）。

●統制利益：バートの「構造的空隙」の理論がグ

ラノベッターの「弱い紐帯の強み」理論と積極

的に異なる点が，構造的空隙の理論に含まれる
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この統制利益である。構造的空隙においては，

互いに関係をもたないコンタクトとの交渉にお

いて，優位性を保つことができる。自分が売り

たい商品の値段を，互いに協力関係にない二者

のあいだでつり上げさせることでえら得る利益

（「漁夫の利」）が統制利益の一例である。

バート自身が論じていることであるが，構造

的空隙による優位性は不完全競争市場において

意味を持つものだ。構造的空隙による競争優位

性は「完全競争」と「完全統制」のあいだにあ

る。

このような不完全情報下での競争について

は，社会的ネットワーク論以前に，伝統的には

取引費用の経済学およびそこから派生した組織

論の文脈で理論化が進められてきた。完全市場

において経済主体に競争的優位をもたらすの

は，生産効率を上昇させる（組織形成を含む）

広義の技術である。ところが不完全競争市場で

は，そういった「まっとうな方法」ではない活

動によって主体が利益を上げることができる。

一般に「レント・シーキングrentseeking」

と 呼 ば れ て い る 活 動 が そ れ に あ た る

（Buchananetal.1980）。レントという概念は

特に社会学にとってはなじみがないものである

ので，少々回りくどくなるが説明しておく。た

とえば雇用関係においてはプリンシパル・エー

ジェント問題６）が生じ，非効率性が発生するこ

とがある。そこで，完全市場において想定され

るよりも高額な賃金水準（効率性賃金）を導入

することで効率性を取り戻すことができる

（Shapiro&Stiglitz1984）。この差額がレント

であるが，これは希少性によって生じるとされ

る（Milgrom&Roberts1992=1997）７）。

レントは効率性賃金などのように不完全市場

において効率性を回復させるために設定される

こともあるが，単にレントの奪い合いを引き起

こすこともある。レント・シーキングとはこう

いった活動のことを指す。社会全体で言えばロ

ビー活動を通じて政治家に影響力を及ぼし，制

度を自らの立場が優位になるようにつくり変え

てもらうのが典型的なやり口である。個々の組

織で言えば，上司に媚びを売ってよくはからっ

てもらうことなどである。こういった活動は，

レントを発生させたり，それを右から左に移転

するだけではなく，同時に機会費用をも発生さ

せる。こういった損失はインフルエンス・コス

トと呼ばれる。特に分配に関する決定権を持っ

ている者との関係を構築しようとする活動はイ

ンフルエンス活動と呼ばれる８）。人脈作りにば

かり精を出して生産性の向上に貢献せず，イン

フルエンス活動によってのみ自分の地位向上や

利潤増大を目指すような態度は，組織全体の生

産性を著しく低下させる。

こういったインフルエンス活動が行われる度

合いは，組織が何の生産に携わっているのかに

応じて変化する。というのは，そもそもレント
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が発生する原因は商品や労働力の価値を適正に

測定し，活動をモニターすることが難しいか

ら，つまりそういった資源の測定コストおよび

モニタリングコストが高いからである９）。逆に

言えば，資源の価値を測定することが容易であ

り，かつそういった測定方法の妥当性が組織に

おいて共有されている場合，レントが発生する

余地は少なくなる。したがって高度専門職の集

団においてはインフルエンス・コストは通常自

然に抑えられる。

構造的空隙を利用した競争優位の確保は，広

義のレント・シーキングであるといえる。レン

ト・シーキングによるインフルエンス・コスト

を抑制する最も単純な方法は，レント分配決定

者とのコミュニケーションを制限することであ

るが，利害関係者間（たとえば昇給を望む社員

どうし）での情報交換をコントロールするとい

うことも有効である。というのも，レント（お

いしい情報）のありかが分からない限り，レン

ト・シーキングも不可能であるからだ。要する

に，構造的空隙は競争的優位の獲得だけではな

くレント・シーキングを抑える目的でも利用で

きる。構造的空隙がもたらす統制可能性と競争

的優位とは理論的に切り離して考える必要があ

る。

構造的空隙理論はレント・シーキングの理論

をネットワーク論の観点から補完するものと考

えることができる。逆に言えばそういった見方

をしないかぎり，いくつかの問題が生じる。ま

ず，レントを創出させるのは，なにも構造的空

隙だけではない。そもそも構造的空隙に「強

み」を与えるレントは，先に述べた取引費用

（モニタリングコストや測定コスト）などの別

の要因によって創出されていることの方が多い

だろう。

レント・シーキング理論は問題意識がはっき

りとしている。レントには不完全競争下におい

て効率性を回復させる役割もあるが，インフル

エンス・コストによる非効率性を発生させるこ

ともある。これは企業組織だけではなく社会全

体にも適用できる理論であるから，効率性と非

効率性の線引きについて考えることで，社会全

体の福祉に貢献することができる。しかしネッ

トワーク理論の文脈でのみ理論を完結させてし

まうと，効率性と非効率性の間に境界を引く手

続きが省略されてしまう。理論はもっぱら個人

の競争的優位を追求することにのみ利用され，

全体の効率性に貢献する余地のない理論となっ

てしまう可能性がある。こうして「ビジネスス

クールのための理論」になってしまうと，ネッ

トワーク理論は，公平や平等の実現可能性を強

調する社会学や，成長のための条件を探索する

経済学の知識とは相容れないものになる。

５ 「市民社会」の不公平分配

社会関係資本の集合的機能についても，不公

平の問題を指摘することができる。あらかじめ

簡潔に言えばこうだ。もしコミュニティの自発

的かつ密接な人間関係が地域の信頼を生み，そ

のことで犯罪発生率が低下しているとしよう。

しかしそういった人間関係を構築するためには

コストがかかり，しかもそのコストは住民の構

成に応じて大きく変化する。専業主婦の割合が

高い郊外住宅地であれば地域ネットワークを強

化することは容易かもしれないが，共働き家庭

の多い都市部ではこういった機会は奪われるだ

ろう。すると「労働時間が長いのがいけないの

だから，地域活動に顔を出せるように法律で労

働時間を抑制すべきだ」ということになるかも
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しれないが，これは端的に「自発的」な社会関

係資本の構築がその実，政府の政策に依存して

いるということである。逆に言えば，政府によ

るレギュレーションがなければ，社会関係資本

からの恩恵は不公平に分配されることになる可

能性があるわけだ。集合的な社会関係資本によ

る恩恵は，市場や政府によって提供されない資

源による利得であり，一種のレントである。そ

れは場合によってはより効率的に公共財（安全

など）を提供することはあるだろうが，二つの

意味で問題を引き起こすことがある。ひとつは

社会的ジレンマ問題（山岸２０００）であり，もう

ひとつは前節でも説明したレント・シーキング

である。

集合財としての社会関係資本のなかには，公

共財としての性格を持っているものもある。安

全が典型的であろう。たとえば地域ネットワー

クで「夜の見回り」をするにしても，誰がそう

いったコストを負担するのかの問題が生じる。

というのは，誰がコストを負担するにせよ，そ

の恩恵は地域の全体に及ぶからである。これは

広義の社会的ジレンマ問題である。集合的な資

源の恩恵を期待するのなら，同時にその供給に

おけるジレンマを解決しなくてはならない。一

般的に，「市民社会」や「コミュニティ再生」を

重視する言説のなかには，その恩恵にのみ触れ

つつ，市民社会の創出と維持にかかるコストを

度外視しているものが多い。パットナムが典型

的だろう。しかし社会的活動にはコストがかか

るし，付加価値の高い労働をしている中流以上

の市民にとっては特に社会的活動の機会費用は

大きなものになる。ボランティア参加者の多く

が退職後の高齢者であるのは，単純にその機会

費用が小さくなるからだと考えるのが自然だ。

希少な労力を市場（仕事）か社会（市民社会を

促進する社会的活動）に振り分けるかどうかの

判断は，通常合理的になされ，その結果社会的

活動の比重は小さくなる。

先ほど，レギュレーションがなければ社会関

係資本は不公平に分配される，と述べた。これ

には補足が必要である。というのは，レギュレ

ーションによって社会関係資本の分配が影響を

受けるとすれば，その分配は公平にも不公平に

もなるからである。レント・シーキングの代表

的な例としてあげられるのは，政治家に便宜を

図ってもらって利益を落としてもらう活動であ

る。日本で伝統的に行われてきた国会議員への

陳情の多くは，こういった側面を持つ。高い生

産力を持つ地域（都市）から生産力のない地域

（地方）に所得移転をする地域間再分配には，

効率を犠牲にして公平を実現してきた側面もあ

る１０）。

公共財一般については上記の説明でいいだろ

うが，社会関係資本についてはもう少し複雑な

考察が必要だ。集合的な社会関係資本を規定す

るパラメータとして，人口密度と人口移動を考

えてみよう。人口密度に関しては簡単である。

過疎であることは，他の条件が一定であれば，

単純に社会関係資本の弱体化を意味する。逆に

人口が密集していれば，社会関係資本が創出さ

れるチャンスが増える。フィッシャーの「下位

文化理論」は純粋に人口学的な影響を強調して

いるわけではないが，都市住民の多様な関心が

下位文化の可視化を引き起こし，相互行為を生

み出す，としている（Fischer1984=1996）。

人口密度とおそらく逆の効果を持つのが移動

である。松本は，都市度と友人関係の関連性に

ついて実証的に吟味する際には，単に都市と地

方の人口学的特性をパラメータとするだけでは

なく，「ネットワークの構造化」モデルを想定
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する必要がある，としている（松本２００５）。と

いうのは，人の社会関係の構築は，人の移動履

歴によって影響を受ける異なった機会構造のも

とで行われるものだからだ。要するに，都市に

昔から住んでいる人と，転居してきた者を分け

て考える必要がある，ということである。移動

パラメータの重要性は，集合財としての社会関

係資本についても考える必要がある。都市では

社会移動だけではなく地理的移動も激しい。移

動の多さは集合財としての社会関係資本の構築

にも不利に働く恐れがある。

人口密度と移動は，過疎地域と都市の両方に

おける社会関係資本の構築に阻害的に働く要因

となる可能性がある。同時に，人口学的要因に

よって社会関係資本の恩恵が地域によって不均

等に分配されることにもなる。

以上は大部分仮説であるから，実際とは異な

ることはあるだろうが，既存の社会関係資本論

自体からは，社会関係資本の利得が不均等に分

配されることの問題を問うことはあまりなされ

ないことに違いはない。このことは，社会関係

資本論が，（とくに社会階層論など）公平性を

問題にすることが多い社会学で盛んに研究され

ていることを考えると不思議なことである。

６ 今後の課題

以上，短くではあるが，既存の社会関係資本

論が経済学や社会学の伝統的な問題関心である

効率性や公平性の問題に対応しきれていないこ

とを示してきた。このことは逆に，「社会関係

資本」がこういった問題関心から離れたところ

にある，なんらかの独自の価値を体現してい

る，あるいはそれを期待されているからであ

る，という見方もできる。そういった価値があ

るとすれば，それは一体なんなのだろうか。

社会関係資本とは「家族」でも「市場」でも

「政府」でもない資源配分の領域である。家族

は置いておくとして，大雑把に言えば，市場に

は効率性を，政府には公平性の価値を促進する

機能が期待されている。となれば，たしかに社

会関係資本の理論に効率性や公平性の問題関心

が欠如しており，かつそういった価値から見れ

ばネガティブに評価されてしまうことは自然な

ことだ。

たしかにパットナムが主張するように，ある

社会の社会関係資本が充実していれば，その社

会の政治的・経済的パフォーマンスがよくなる

ことは十分に考えられる。では，そういった良

質の社会関係資本を持たない社会で社会関係資

本を充実させるにはどうしたらよいのか。社会

関係資本の提供には社会的ジレンマが存在する

以上，自然に任せていてはダメだ。やはり政府

による何らかの介入や資源の再分配が必要にな

るのではないか。こういった問題に社会関係資

本論は答えていく必要がある。

いずれにしろ，社会関係資本論は，もっと既

存の社会理論・経済理論と融合すべきなのだ。

＊本論文は，立命館大学産業社会学部による学会共
同研究助成（プロジェクト助成）の成果である。

注
１） むろん帯域は希少財であるので，こういった

性質を持たない。また，スクランブルをかけら
れていない通常放送も，プッシュ型の広告伝達
を求める企業からのニーズがあるかぎり存続す
るだろう。

２） レッシグは，インターネット技術に関して，
排除不可能性だけを強調した論調が強くなるこ
とで，インターネットが持つ排除可能性のポテ
ンシャルが見逃されていることに注意を促して
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いる（Lessig1999=2001）。
３） この原理と実態との乖離はここでは問題とし

ない。
４） 外部不経済externaldiseconomyとは，市場

を媒介しない影響がもたらす不利益である。市
場を介さないため，損害の見返りを得ることが
できない。

５） ある紐帯が「弱いweak」ものであるという
ことと，それが異質な集団のあいだのブリッジ
の役割を果たすということは，必ずしも同義で
はない。バートはそういった機能を「弱い紐
帯」ではなく「空隙」と言い替えることで，混
同を避けたわけである。

６） ここでは雇用者が被雇用者の能力を適切に評
価すること，モニタリングすることにコストが
かかることから発生する問題のこと。サボター
ジュや背任などが典型的である。

７） レントは市場（労働市場でも商品市場でもよ
い）への参入に必要な価格を超える分を指す。
準レントquasi-rentは逆に市場からの退出を阻
止するためのコストである。したがって効率性
賃金は本来必要な賃金に準レントを加えた賃金
水準である。

８） 支配（管理）する者とされる者の関係は完全
市場においては機能分化として考えることがで
きる（筒井２００６）。しかし不完全市場において
は，二者間の関係は純粋に機能的に考えること
ができない。それは，労働価値を容易に測るこ
とができず，管理する側に分配決定権が与えら
れ，インフルエンス活動が生じるからである。

９） したがって経済学的な組織論においては，労
働管理においてモニタリングとインセンティブ
は代替的であると考えられている（Milgrom
&Roberts1992=1997）。なお，効率性賃金はモ
ニタリングコストにより発生すると言われるこ
とが多いが，そもそもモニタリングする必要が
あるのは労働成果によって労働価値が判断でき
ない場合のみなのであるから，根本的な問題は
測定コストにある。

１０） むろん実際には再分配は高レベルの経済成長
を背景にしてのみ可能な政策であったから，低
成長期において真っ先にカットされることにな

った（小泉政権による「三位一体改革」）。ま
た，ここでいう公平は世代を渡る公平性であ
り，都市住民から見れば従来の所得移転は不公
平である，という見方をすることもできる。
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Abstract:Socialcapitaltheoryhasbeenoneofthemaintopicsofresearchersinvariousfields.

Thispapershowsthefollowingshortcomingsofsocialcapitaltheory,bylocatingitwithinexisting

socialandeconomictheories.(1)Socialcapitaltheorycannotindicatetheappropriatedifference

betweenprivategoodsandpublicgoods.(2)Itcannotsaywhethersomepersonalbenefitsmade

availablebythesocialnetworkshouldbecategorizedassociallydesirableornot.(3)Theproblem

oftheprovisionofeffortscontributingtosocialcapital,whichisoftendisturbedbysocial

dilemmas,cannotbesolvedbysocialcapitaltheoryitself.Socialcapitaltheoryneedstobemore

integratedwithothersocialandeconomictheoriesinordertoaddressfundamentalproblemslike

efficiencyandfairness,whichhavebeenthelong-termandprimaryconcernsofsociologicaland

economicresearch.
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